
 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の規定により、次のとおり一般競争入札を
実施する。 
 
 令和７年２月２５日 
                                                  京都府農林水産技術センター 
                           センター長 蘆田 哲也 
 
１ 入札に付する事項 
（１） 業務の名称 

令和７年度京都府農林水産技術センター生物資源研究センター及び京都府公立大
学法人京都府立大学農学食科学部附属農場水質分析業務 

（２） 業務の仕様 
仕様書のとおり  

（３） 契約期間 
契約締結日から令和８年３月３１日まで 

（４） 業務を行う場所 
京都府相楽郡精華町大字北稲八間小字大路74番地 
京都府農林水産技術センター生物資源研究センター及び京都府公立大学法人京都 
府立大学農学食科学部附属農場 

 
２ 契約条項を示す場所等 
（１） 契約条項を示す場所及び契約に関する事務を担当する組織の名称、所在地等 

〒619－0244 
京都府相楽郡精華町大字北稲八間小字大路74番地 
京都府農林水産技術センター生物資源研究センター総務担当 
電話番号     （0774）93－3525 
ファクシミリ （0774）93－3528 

（２） 入札説明会 
実施しない。 
入札に関する質問については、令和７年３月１０日正午までに（１）に示す場所
へ質疑書（別紙様式６）をファクシミリにより提出すること。 
入札、契約手続き等の事務的な事項に関する質問については、口頭で答える。 

 
３  入札説明書及び仕様書の入手方法 
（１）原則として、５の（１）の期間に、ホームページからダウンロードすること。 
（２）やむを得ず窓口配布を希望する場合は、５の（１）の期間に、２の（１）の場所へ

問い合わせの上、入手すること。 
 
４ 入札に参加する者の資格に関する事項   
    入札に参加を希望する者は、次に掲げる条件を全て満たさなければならない。 
（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であ

ること。 
（２）令和４・５・６年度「物品又は役務の調達に係る競争入札参加資格者名簿」の次の

いずれかの業務種目に登録され、競争入札参加者の資格を得ている者であること。 
  ア 大分類「調査・分析」－小分類「環境関係調査」 
  イ 大分類「調査・分析」－小分類「その他」 
（３）５で定める一般競争入札参加資格確認申請書（以下「確認申請書」という。）の提

出期間の最終日から開札日までの期間において、京都府の指名停止がなされていな
い者であること。 

（４）国、地方公共団体、特殊法人、認可法人、独立行政法人、国立大学法人、地方公 
社、地方独立行政法人又は公立大学法人と直接締結した契約において、令和２年度
以降に水質分析業務を履行した実績を有する者であること。 

（５）京都府内に本店又は取引を希望する営業所等が所在する者であること。 
 
 



５ 入札参加資格の確認手続 
  入札に参加を希望する者は、確認申請書及び一般競争入札参加資格確認資料（以下 
「申請書等」という。）を次のとおり提出し、入札参加資格の確認を受けなければなら
ない。 
なお、提出した書類に関し、契約担当者から説明を求められた場合は、これに応じ

なければならない。 
（１） 提出期間 

入札公告日から令和７年３月１０日（月）まで 
      （日曜日、土曜日及び祝日を除く。時間は正午から午後１時までの間を除く午前８

時30分から午後５時15分まで） 
（２） 提出書類 

入札説明書７（３）に記載のとおり 
（３） 提出方法 

持参又は郵送によること。 
郵送により提出する場合は、書留郵便又はこれに準ずる方法で提出期間内に必着 

のこと。 
（４） 提出場所 

２の（１）に同じ 
（５） 入札参加資格の確認通知 

入札参加資格を確認した後、一般競争入札参加資格確認結果通知書により通知す 
る。 

（６） その他 
ア 申請書等の作成に要する費用は提出者の負担とし、提出された書類は返却しな
い。 

    イ 提出書類はＡ４判で作成し、１部提出すること。 
    ウ 提出された書類は、この入札以外の目的に使用することはない。 
    エ 虚偽の記載をした者は、この入札への参加を認めないとともに、府の指名停止措

置を行うことがある。 
 
６ 入札手続等 
（１） 入札及び開札の日時及び場所 

ア 日時 
  令和７年３月２６日（水）午前１０時３０分 
イ 場所 

 京都府相楽郡精華町大字北稲八間小字大路74番地 
京都府農林水産技術センター生物資源研究センター 本館１階講堂 

（２） 入札方法 
持参によることとし、郵送及び電送による入札は認めない。 

（３）入札書に記載する金額 
落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当す

る金額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）
をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。 

（４）入札者は、いったん入札書を提出した後は、開札の前後を問わず、書換え、引換え、
変更、取消し又は撤回をすることができない。 

（５）入札者は、仕様書等を熟知の上、入札しなければならない。なお、入札後、仕様書
等についての不知又は不明を理由として異議を申し立てることはできない。 

（６）入札の辞退 
入札に参加することができない事情がある場合には、入札書を提出するまでは入札
を辞退することができる。 

（７）入札の無効 
次のいずれかに該当する場合は、入札を無効とする。 
なお、無効な入札をした者は、再度の入札に加わることはできない。 
ア ４に掲げる競争入札に参加する者に必要な資格のない者の行った入札 



イ 申請書等を提出しなかった者の行った入札 
ウ 申請書等に虚偽の記載をした者の行った入札 
エ 委任状のない代理人による入札 
オ 同じ入札に２以上の入札（他人の代理人としての入札を含む。）をした者の行っ
た入札 
カ 入札に関し、不正の利益を得るための連合その他の不正行為を行った者又はその
疑いのある者の行った入札 
キ 入札参加資格確認後、指名停止措置を受けて開札時点において指名停止期間中で
ある者等、開札時点において入札に参加する資格のない者の行った入札 
ク 金額を訂正した入札書又は金額を特定することができない入札書で入札を行った
者の行った入札 
ケ 氏名、印鑑又は重要な文字が誤脱又は不明瞭のため、入札参加者又は対象案件を
特定することができない入札書（封筒を含む。）で入札を行った者の行った入札 
コ 入札関係職員の指示に従わない等入札会場の秩序を乱した者の行った入札 

（８）落札者の決定方法 
ア 令和７年度開始前に開札を行うため、開札時には落札予定者を決定するに留め、
令和７年４月１日に落札決定及び落札決定通知を行うこととする。 
イ 京都府会計規則（昭和52年京都府規則第６号。以下「規則」という｡）第145条の
規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札予定者とする。 
ウ 落札予定者が落札決定までに指名停止措置に該当する行為を行わず、令和７年度
予算が成立した場合は、落札予定者を落札者とする。 
エ 落札者が落札決定後、契約を締結するまでに指名停止措置に該当する行為を行っ
たときは、当該落札決定を取り消すことがある。 
オ 落札者が決定通知のあった日から７日以内に契約を締結しないときは、落札者は
当該契約の相手方となる資格を失うものとする。 

（９）再度入札 
ア 開札の結果、予定価格の制限の範囲内の入札がなく、落札予定者がない場合は、
直ちに再度の入札を行うものとする。 
イ 当初入札において、辞退又は無効となった者は、再度入札に参加することができ
ない。 
ウ 再度入札参加者は（２）から（７）までの方法により再度入札を行うものとする。 
エ 再度入札において、当初入札時の最低の入札価格を超える価格で入札した者は、
失格とする。 

 
７  契約の手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 
 
８  入札保証金 

免除する。 
 
９  違約金 

 落札者が契約を締結しないときは、落札金額の100分の５相当額の違約金を徴収する。 
 
10  契約保証金 

落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を、契約締結と同時に納入し
なければならない。ただし、銀行その他契約担当者が確実と認める金融機関（以下「銀
行等」という。）が振り出し、若しくは支払保証をした小切手又は銀行等の保証をもっ
て契約保証金の納付に代えることができ、規則第159条第２項第３号に該当する場合は、
免除する。 

 
11  契約書の作成の要否 

要する。 
 
12 契約の解除予約及び損害賠償請求  



京都府は、談合等不正行為が行われた場合、契約者に対し契約解除及び損害賠償の
請求をすることができる。 

 
 
13 支払条件 

契約の履行の完了を確認した後、契約代金を支払うものとする。 
 
14  その他   
（１）令和７年度京都府当初予算案が京都府議会において議決されない場合は、委託契約

を締結しない場合がある。 
（２）前各項に定めるもののほか、規則の定めるところによる。 
（３）詳細は、入札説明書による。 

 
 


